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レポート 
 

水素産業、水素流通・規制の先導を狙う欧州の動向：再エネ

ルギー連載第 2 回 
 

グローバルコンサルティング部 シニアマネージャー 川手 直子 

 

【概要】 

第 1 回で、米国 IRA（インフレ抑制法）における水素産業化の支援を概観した。第 2 回となる本稿では、水素産業

化、またグローバルでの水素流通や規制の先導を狙う欧州の動向、および日本企業の活動について述べる。 

 

1. 欧州の水素政策の方向性 

2019 年の欧州グリーンディール宣言以降、欧州連合（EU）は関連する環境関連政策を継続的に制定・改定してい

る。現在は、欧州を中心とするグローバル水素サプライチェーンの構築に注力し、欧州を世界の水素産業およびネット

ゼロ産業の中心地とすることを目指している。この動きは、水素生成への支援を示唆した米国インフレ抑制法（IRA：

Inflation Reduction Act）の発表を契機に加速した。欧米における環境政策は他国と比較して先進的であり、米国は

バイデン民主党政権が始まった 2021 年から環境政策支援が加速化している。環境政策のうち、注目を集めるのが

IRA の制定であった。 

 

EU は、米国 IRA 発表の 4 カ月後にグリーンディール産業計画を発表し、研究開発・実証向け支援が主だったそ

れまでの政策を、各国からの生産設備における需要喚起を伴った政策へと移行した。そのため、気候テック企業の米

投資・移転を阻止すべく、広範にグローバルの企業投資を呼び込む仕組みを構築している。果してこれは IRA への

対抗となり得たのか。政策を見る限りでは、IRA が具体的な助成金制度を設けていることと比して、欧州の方針は柔軟

ながらも具体性に欠けるようでもある。 
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【図表 1】 GDIP（Green Deal Industrial Plan）と IRA の対比 

 

※1 SAF：持続可能航空燃料のこと。 

※2 CCUS：二酸化炭素の回収・有効利用・貯留のこと。 

（出所）当社作成 

 

 

2. EU の水素戦略 

水素戦略の観点では、EU は 2020 年に、欧州の気候中立に向けた水素戦略を制定している。同戦略では、グリー

ン水素の増産を目指しており、具体的には、2030 年までに域内生産と輸入を合わせて 2,000 万トンのグリーン水素

利用を計画している。このための支援策として、欧州水素銀行構想がある。欧州水素銀行とは、グローバル各国間の

水素輸出入取引のプラットフォームを目指すものである。域内生産支援としては、水素生成の 10 年間の生産サポー

ト、輸入用の水素については、域外生産支援等が検討されている。今後追加される施策も増えると想定されるが、欧州

を中心とした水素取引のプラットフォーム構築を目指す。 
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【図表 2】 欧州水素銀行構想 

 

（出所）当社作成 

 

欧州全体の取り組みに加え、欧州各国も水素生成・利活用の支援方針を公表している。欧州各国の水素の需要量

と新設予定容量を考慮すると、それぞれ「需要主導」の国（例：ドイツ）、「供給主導」の国（例：スペイン、オランダ、英

国）、「需給両立」の国（例：フランス）に大別できる。 

 

【図表 3】 欧州各国における域内水素生成への政府支援 

 

 

（出所）当社作成 
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需要主導のドイツは、気候中立を 2045 年に実現することを目標としており、その中で水素利用を強化する方針だ。

大半の供給は輸入でカバーする設計となっている。現実的な状況を見ると、個々の企業が自ら再生可能エネルギーを

調達してグリーン水素を生成している。例えば、ドイツのエネルギー大手エーオンは、豪州の鉄鉱石大手との間で、欧

州へのグリーン水素供給の合意を結んでいる。欧州の再エネに基づく水素生成コストと比べ、中東アフリカや豪州から

の輸入が現実的な選択肢である可能性が考えられる。 

 

供給主導のオランダは、欧州における水素ハブを目指している。そのため、立地や港湾、ガス網、貯蔵能力を最大

限に活用した、官民の取り組みが進んでいる。一方、グリーン水素を生成するために必要な再生可能エネルギーの調

達が難しいともいわれている。 

需給両立を狙うフランスは、トタルが、水素価格の低減を目指し、原発を増やす提案をしている。 

 

3. 早期から見込める水素需要家は誰か 

EU や各国支援が少なからず見込まれ、エネルギートランジション（脱炭素に向けた本格的な需給構造の変化：エ

ネルギー転換期）の手段としての水素の重要性が高まる中、サプライチェーンを成立させる需要家は出現するのか。グ

リーン水素需要の主な用途としては、輸送・合成燃料・発電・ビル等の新規用途、アンモニア製造・製鉄・メタノール等

の産業用途、そして石油精製が挙げられる。例えば、EU 排出量取引制度（EU-ETS）の排出枠の関係で、排出量削

減が早急に求められる中型・大型車両向けの燃料電池（FC:Fuel Cell）や、空運・海運用燃料、製鉄、アンモニアとい

った分野が早期の需要家として想定される。 

 

乗用車の分野においては、電気自動車（EV）が主流となることが予想される一方、中型・大型車両、空運・海運のよ

うに他の脱炭素手段が限られる分野では、水素やそれを基にした合成燃料の導入が進むであろう。事実、欧州では中

型・大型の燃料電池車（FCV: Fuel Cell Vehicle）向け FC の商用化が進行中で、2030 年代にはこれらの車両が道

路を走る姿が普通となると予想される。 

 

加えて、水素還元製鉄もその潜在的な需要から注目される分野である。EU-ETS の無料排出枠の削減を受けて、

製鉄や化学業界は早急な脱炭素策を求められている。その答えの 1 つとして、水素を用いた製造プロセスがある。か

ように、具体的に水素需要家も見えつつある中、日本企業も欧州の水素市場の成長に注目している。 
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【図表 4】 日系企業における支援受給例 1 

 

（出所）当社作成 

 

【図表 5】 日系企業における支援受給例 2 

 

（出所）当社作成 

 

例えば、トヨタは FCV の拡大方針の中で、欧州や中国を重要な市場と位置付けている。日本製鉄も、国内での高

いクリーンエネルギーコストを背景に、海外向けの大規模な投資を検討している。 

欧州のエネルギー転換の中心に位置する水素技術は、輸送セクターや産業セクターでの新たなビジネスチャンスを

生む可能性が高い。先駆けて取り組む日本企業は、グローバルな競争力をさらに強化するチャンスを手にしている。 
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※本稿は、三菱 UFJ銀行会員制情報サイト「MUFG BizBuddy」2023 年 9月 29 日に掲載したものです。 
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